	鉄鋼シャースリット業


売上高は、平成22年に持ち直した後、ほぼ横ばいで推移している。
需要分野のうち、建設関連は高層ビル等の大型建築向け鉄骨需要が一段落し、弱含みとなった。また、機械部品関連のうち、建設機械向けは安定した推移が続いているが、産業機械向けは円高が進行する中、輸出減少の影響を受け、23年後半は弱含みとなった。

販売及び受注価格の値下げ要請が強まっているが、切断量・出荷量はほぼ横ばいにとどまっており、収益は厳しい状況が続いた。

円高が定着する中、建設用の鉄骨、機械部品とも一部の部材や部品で海外から調達される例がみられる。

業界概要
当業界は、他から受入れた鋼板（シート状）又は鋼帯（コイル状）を、必要とされるサイズや形状に切断（溶断を含む）加工する。
加工対象は板厚によって、厚板(厚さ６ﾐﾘ以上) 、中板(同３ﾐﾘ以上６ﾐﾘ未満)、薄板(同３ﾐﾘ未満)に分けられる。また、厚板と中板は、あわせて厚中板（あっちゅういた）とよばれる。
厚中板を扱う企業は厚板シャーリング業とよばれ、ガス溶断機、プラズマ溶断機、レーザー溶断機、シャーリング機（機械刃物による直線切断）の設備によって切断加工する。　　　　　　　
コイル状の薄板や中板を扱う企業はコイルセンターとよばれ、レベラー（コイルの巻き癖を矯正）、スリッター（切断）が主な加工設備である。

需要分野は、厚中板では、鉄骨・橋梁等の建設関連、

建設機械、産業機械、造船等である。薄板や中板は、電気機械器具（弱電、重電）、産業機械、建設機械、自動車、建材、鋼製家具等、幅広い用途がある。

各鋼板とも、大阪地区の場合、自動車向けは少なく、また、造船向けでは、船体に使われる大形鋼板ではなく、内部の機関部品等になる鋼板が中心である。

販売先及び受注先は、建設関連は鉄骨・橋梁メーカー（ファブリケーター）であり、機械関連では、組立及び部品メーカーである。

対象となる鋼板は、「店売り」の場合、自ら仕入れて在庫し、ユーザーの注文に応じて、切断等の加工を行い、販売する。その際、鉄鋼卸売企業との連携もみられる。また、「ひも付き」は、建設機械部品向けや高層建築向け等の一部の大口取引でみられ、鉄鋼メーカーとユーザーが直接契約した鋼板を支給され、賃加工を行う。賃加工については、「ひも付き」以外でも鉄鋼卸売企業、機械メーカー等から受託する例はみられる。

このように、当業界は鉄鋼流通と金属加工の双方の機能を合わせてもっている。

なお、鋼板については、近年、コスト削減要請が一層強まる中、建設関連、機械関連とも、用途によっては、輸入鋼材（韓国製等）の扱いを求められる例もみられる。

22年における大阪府内の鉄鋼シャースリット業の事業所数は239、従業者数は4,397人、製造品出荷額等は2,637億500万円で、対全国比はそれぞれ17.1％、15.1％、13.6％である（大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表（産業編）』、従業者４人以上の事業所）。鉄鋼切断品（溶断を含む）を府県別にみると、大阪府は事業所数では全国第１位、出荷額では愛知県に次いで同２位である（22年、経済産業省『工業統計表（品目編）』、従業者４人以上の事業所）。

売上高は持ち直した後、横ばい
厚中板の切断量、薄板の出荷量とも、21年に前年比で大きく落ち込んだが、22年はその反動で持ち直した。23年は４月、５月に東日本大震災の影響で一服したが、その後、回復し、年間では前年比でほぼ横ばいとなった。24年に入ってからは、全体として業況にかげりがみられている。

需要分野別にみると、厚板が主に使用される建設関連は、関西地区では高層ビル等の大型建築向けの鉄骨需要が一段落したこと、橋梁向けも保全工事（橋脚部の耐震補強等）以外は低調であることから、弱含みで推移した。また、中・低層のビル、マンション等の中小物件は底堅いが、鉄筋コンクリート等が使用されるため、当業界への発注は少ない。

なお、鉄骨・橋梁メーカーにおいては、施工段階のコスト削減のために自ら切断加工も行う場合があることに加え、一部鉄骨を海外調達する動きがあることも、当業界の需要が伸びない一因になっているといわれる。
厚中板、薄板ともに使用される機械関連のうち、産業機械向けは22年より回復傾向に向かったが、23年夏以降、円高による輸出減少の影響を受けて弱含みとなった。ただし、建設機械向けは円高下でも輸出が堅調であったこともあり、安定して推移した。
厚板が多く使用される造船向けは、新規成約が減少しているが、工期が長く受注残があるため、23年は堅調に推移した。
震災復興関連の需要をみると、23年春期に薄板（建材用）で被災地の仮設住宅向けや、関東地域での補修工事関連の受注がみられ、また、24年２月現在では、土木作業向けの広幅の厚板（地盤に凸凹がある場合、建設重機等の下に敷く）の出荷といった例がみられる。

収益は引き続き厳しい　　
鋼材仕入価格は20年～21年に高騰したが、その後、若干、低下し、ここ１、２年はほぼ横ばいで推移している。
一方、販売及び受注価格は値下げ要請が厳しい。建設関連では、建設業者及び鉄骨・橋梁メーカーの低い工事受注単価のしわ寄せや、同業者間の受注獲得競争によって、販売又は受注価格の弱含み傾向が続いている。
建設機械、産業機械関連では、機械メーカーとの受注契約更新に際しての相見積もりに、外国（韓国等）の企業が参加し、受注を獲得する例がみられる等、部材、部品の海外調達が増えており、一層の受注価格引下げが求められている。
また、材料を支給されて加工賃を受け取る場合においても、前出のような受注状況の中、受注価格は弱含みである。
以上のように価格面では引き続き厳しく、また、23年は切断量や出荷量がほぼ横ばいにとどまったため、収益は厳しい状況が続いた。
設備投資や雇用は一部で動き
　切断（溶断）加工設備について、厚板はガス（LPG、酸素、水素）、薄板はレーザー、その中間はプラズマが基本である。ただし、近年はレーザーでも最大板厚25ミリまで可能な機種があること、ユーザーが求める板厚が概して薄くなる傾向があること、CAD/CAMによる無人運転も可能であることから、レーザー溶断機の更新に力を入れる企業が多い。
コイルセンターでは、在庫機能、流通加工機能、配送機能の一層の向上が求められる中、設備の維持補修に際して、加工効率を高めるためのラインの改造が行われている。このほか、堺市に本社工場がある企業では、近隣の大手鉄鋼メーカーの工場跡地に新たに工場を増設した例がみられる。

雇用面をみると、各社とも21年、22年は新規採用を抑制したが、23年春より採用を増やしており、従業者数は横ばい又は微増となっている。
このほか、臨時工等を正社員に格上げし、正社員数が増加した例もみられた。
二次加工や部品化に力を入れる

ユーザーにおけるコスト削減や生産効率向上の要請に応じて、二次加工等の付加価値をつけることに力を入れる企業は多い。こうした取組は同業者間の受注価格引下げ競争を回避し、自社の強みを示すうえでも重要となっている。
建設関連では、単純な切断や穴あけ等は鉄骨・橋梁メーカーが自ら行うこともできるため、開先（かいさき：溶接する母材間の接合面の溝）の成形、歩留まりの悪い形状への切断加工、特殊な曲げ等、熟練と手間が必要な加工が行われる。さらに、受注後の設計変更等による修正に対してもきめ細かな対応が行われている。
また、機械部品関連の場合、ユーザーの設計図面に基づいて、厚中板ではより精密で複雑な切断（溶断）加工を、また、薄板では納入先の生産ラインに直結できるような打抜き加工等を、それぞれ行うことによって、自らを部品メーカーとしても位置づけるといった取組がみられる。なお、これら取組に際しては協力工場の活用も広く行われている。
今後の見通し

建設関連は、大阪地区では都心部の大型建築向けの鉄骨需要が終息に向かいつつあり、需要の先細りが懸念される。建設関連の発注企業は関西地区に本拠を置く大手の建設企業、鉄骨・橋梁メーカー等であるが、これら企業は関東地域及び震災被災地域での受注にも力を入れており、今後、これら企業の動きが注目される。
建設機械関連は、堅調な海外需要に一服感もうかがえるものの、概ね安定した推移が予想される。円高基調の中、一部の部品が海外調達される動きもあるが、厳しい品質精度や納期に対する要請から国内調達される部品も少なくはなく、落ち込みは少ないとみられる。　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　（松岡　信明）　　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: image1.emf]切板の出荷 賃加工 切断量

平成20年2,227(  3.5) 358(- 3.4) 2,585(  2.5)

21年1,483(-33.4) 313(-12.8) 1,796(-30.5)

22年1,517(  2.3) 517( 65.5) 2,035( 13.3)

23年1,508(- 0.6) 535(  3.4) 2,043(  0.4)

厚中板の切断量の推移(全国)

（単位：千トン、％）

　　（　）内は前年比。

資料：全国厚板シャリング工業組合

（注）組合員は厚中板を扱う。


[image: image2.emf]関  西 全  国

平成20年 4,032(- 8.0) 18,021(- 2.7)

21年 2,847(-29.4) 12,553(-30.3)

22年 3,562( 25.1) 15,286( 21.8)

23年 3,521(- 1.2) 14,749(- 3.5)

（注）組合員はコイル状の薄板や中板を扱う。

コイルセンター出荷量の推移

（単位：千トン、％）

　　（　）内は前年比。

資料：全国コイルセンター工業組合
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